
士別市小中学校適正配置計画（案）の概要について

１ 小中学校適正配置計画の策定

全国的な少子化の影響により児童生徒数が減少しており、学校の小規模化が進行しているが、

本市教育委員会では、次代を担う児童生徒により良い教育条件、教育環境を整備するため、本市

の児童生徒数等の将来推計を見据えながら、学校の適正規模、適正配置の基本的な考え方を整理

し、「小中学校適正配置計画」を策定する。

２ 基本計画の位置づけ

士別市小中学校適正配置計画書（案）は、現行の「士別市小中学校適正配置計画書（H29.2月

改訂）」を基に、士別市教育委員会が令和６年12月に設置した「士別市小中学校適正配置検討委

員会」に検討いただいたものである。検討委員会では、各地区で行われた「小中学校のあり方懇話

会」で出された意見を加えた上で、少子化に伴い児童生徒の著しい減少が見込まれる中、次代を

担う児童生徒によりよい教育環境を整備するため、地域に根ざした魅力ある学校づくり、並びに

小中学校の適正な規模や配置について検討いただいている。現在把握している出生数から、今後

6年間の児童生徒数の推移を捉え、児童生徒数、職員配置数、施設などを示し、今後の小中学校の

あり方をまとめたものである。

３ 学校適正配置基本方針

（１）学校のあり方の基準

学校教育法施行規則第41条で、小学校の学級数は12学級以上 18学級以下を標準、中

学校も同規則第79条で、これを準用するとされている。北海道教育委員会の学校標準規模

指針では、中学校は9学級以上18学級以下を標準としているが、本市では6学級以上11

学級以下の「小規模校」は4校、1学級以上5学級以下の「過小規模校」は6校であること

から、適正配置の対象校とする原則的な基準を、

・児童生徒数が10人以下、

・学級数が小学校3学級以下、中学校2学級以下

としている。

（２）考慮すべき事項

国・道の指針では、一定の集団の中で多様な考えに触れ、認めあい、協力しあい、社会性や

集団性を身につけさせることが大切としているが、地域における学校の役割、精神的なつな

がりなどにも配慮して、学校の必要性を検討する必要がある。



４ 学校適正配置基本計画

（１）学校適正配置対象校

「適正配置対象校」の原則的な基準に当てはまり、学校運営等に支障をきたすと考えられ

る学校は、温根別小学校、糸魚小学校、上士別中学校、朝日中学校の4校となる。この基準

には到達しないが、今後、保護者、地域との継続した協議を進めていく学校が、上士別小学

校、多寄小学校の2校と考える。

また、中央市街地区の、士別小学校、士別南小学校、士別中学校、士別南中学校においては、

今後6年間で適正配置の基準を下回ることはないと考えるが、児童生徒数の推移等を見なが

らあり方を検討していく必要がある。

（２）学校適正配置の具体的方策

①「現適正配置計画」により統合・改築を進める学校

・朝日中学校

これまで保護者との協議の中で「義務教育学校」として学校を残してほしいとの要望

から、糸魚小学校と２線校舎を一体的に整備することを検討していたが、大幅なコスト

増が予想されること、生徒数減少のスピードが予想より早く進んでいることから、糸魚

小学校校舎の改修で対応できるとの考えにより、令和９年度の開校に向けて準備を進め

ている。

②本計画期間に「適正配置実施対象校」とする学校

・上士別中学校

令和12年には生徒数が9名となる見込みであり、「適正配置対象校」として学校及び

地域、保護者と協議していく。また小学校と中学校は、その接続がより重要視されるよう

になってきていること、校舎が併設されていることから、上士別小学校と一体的にあり

方を検討していく。

・温根別小学校

「現適正配置計画」においては「学校適正配置実施対象校」に位置づけられていなかっ

たが、令和６年５月に教育委員会に「温根別小学校の統廃合についての要望書」が提出さ

れた。現在令和７年度中の閉校および士別小学校への統合に向けて準備を進めている。

・糸魚小学校

令和12年までに適正配置の対象とはならないが、朝日中学校校舎の議論の中で「義務

教育学校」に向けての議論が進んだことから「義務教育学校」設立に向けて準備を進めてい

る。

③保護者、地域との継続した協議を進めていく学校

・上士別小学校

令和12年までに10人以下とはならないが、小学校と中学校の接続が重要視されて

いること、校舎が併設されていることから、上士別中学校と一体的にその在り方を検討

していく。



・多寄小学校

令和12年までに10人以下とはならないが、すでに中学校からは士別中学校に通うこ

とになるため、保護者、地域から将来を見越した意見等が出ることも想定されるなど、継続

して協議していく必要がある。

５ 長期的な計画の立案

「令和5年度 学校の適正規模・適正配置及びより良い教育環境の実現に向けた部局横断的な検

討体制による学校施設に係る計画策定事例に関する調査報告書」（R6年 8月）によると、

●公立学校施設を取り巻く状況

全国の公立学校施設の延床面積の約４割が，築40年以上の建物でかつ改修を要する状況で

あるなど，全国的に教育面・安全面での老朽化対策が急務となっています。また，災害発生時の

避難場所など地域の拠点的機能としての期待が年々増しており，学校施設には地震や豪雨など

の自然災害発生後も使うことのできる強靭さと高機能化が求められています。

一方で，少子化の急速な進行による児童生徒の減少や国・地方ともに厳しい財政状況を踏ま

えると，限られた予算の中で老朽化対策を進めていくには，公立学校施設の長寿命化や学校施

設と他の公共施設の複合化，さらに地域の状況によっては公立小中学校の適正規模・適正配置

も含めて，検討を進めることが重要です。

とあり、限られた予算の中で「長寿命化」「複合化」と合わせて「公立小中学校の適正規模・適

正配置の検討を進めること」の重要性が謳われている。また、

● 教育委員会と首長部局が一体となった施設計画づくり

しかし，学校その他の教育機関以外の他の公共施設の実態や管理運営に関するノウハウは首

長部局にあります。学校個別施設計画の上位計画となる公共施設等総合管理計画では，複合化・

共用化・管理運営などについて，全施設を対象に見直しを行って，その方向性を明確に打ち出す

ことが求められています。つまり，学校施設の検討は，今や他の公共施設との複合化，共用化

の検討とともに行う段階に至っており，関連する計画を一体的に，整合性を持たせながら検討

することが求められています。このときに，どの機能を集約化・複合化の対象とするのかは，

首長部局が教育委員会をはじめ関係部署と調整しながらリーダーシップを発揮する場面といえ

るでしょう。

とあり、もはや「適正配置計画」は教育委員会だけではなく、教育委員会と首長部局が一体となっ

た施設計画が求められている。

本計画では6年間と期間を設定しているが、その期間内であっても児童生徒数の推移を見なが

ら学校のあり方を検討することで、より良い教育環境の実現を目指す必要があると考える。


